
令和５年度大阪府私立専修学校高等課程経常費補助金 

交付対象学校法人等に関する基準及び配分基準 

 

１．交付対象学校法人等に関する基準（交付要綱第２条関係） 

 

交付要綱第２条 基   準   等 

学校法人会計基準に準拠した会計

処理を行っていること 

○寄附行為において学校法人会計基準によるものと明記してい

ること。 

 

○学校法人会計基準（最終改正：平成２７年３月３０日文部科

学省令第１３号）に準拠した計算書類（貸借対照表、資金収

支計算書、事業活動収支計算書その他の財務計算に関する書

類）及び収支予算書を備えていること。（交付要綱第６条第

５項を準用） 

 

※原則、計算書類には教育長の指定する事項に関する公認会

計士又は監査法人の監査報告書が添付されていること。 

 

交付要綱第２条各号 基   準   等 

１ 生徒に対する教育活動に一定

以上の経費を支出しているこ

と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○教育還元率が７０％以上の学校とする。 

 

 

○「生徒に対する教育活動に係る支出」に算入できる経費は、以下の

とおりである。 

ただし、補助対象である本科の運営経費に係る経費に限る。 

 

 ①人件費支出 

・「役員報酬支出」及び「退職金支出」が含まれる場合、当該額を

控除する。 

 ②教育研究経費支出 

 ③管理経費支出 

・「福利費支出」及び「渉外費支出」が含まれる場合は、当該額を

控除する。 

・学生生徒等納付金収入額の１０％を超える「広報費支出」が含ま

れる場合は、当該超過額を控除する。 

 ④借入金等利息支出 

 ⑤施設関係支出 

・「施設関係支出」には、次に掲げる費用に限り算入できる。 

ア 私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設

整備費（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費））

交付要綱（昭和５８年７月１日文部大臣決裁）第３条に定

める研究施設又は装置の整備、ＩＣＴ活用推進事業、防災

機能等強化緊急推進事業若しくはエコキャンパス推進事業

教育還元率（％）＝ 

生徒に対する教育活動に係る支出 ÷ 

（学生生徒等納付金収入＋手数料収入＋寄附金収入＋補助金収入＋

付随事業・収益事業収入＋受取利息・配当金収入＋雑収入） 



（工事費、価格等の基準に関する規定は除く。）に要した

費用。 

イ 耐震化に伴う校地・校舎の取得又は校舎の改築に要した費

用で、令和３年度末決算時点においてその支出に備え、第

２号基本金に組入が行われているもの。（該当費用に係る

第２号基本金組入額を限度として算入できる。） 

 ⑥教育研究用機器備品関係支出 

 ⑦図書支出 

 

※各数値は令和４年度計算書類の資金収支決算書（ただし、当該高

等課程に係る数値）に基づく。 

※新設校など学校の収支決算が存在しない場合や、収支決算上、教

育に係る収支状況の判断が困難な場合は補助対象外とする。 

 

２ 国又は他の経常的補助制度の

交付対象となっていないこと 

○補助金の目的、対象、使途などに応じて個別判断とする。 

 

 

３ 当該年度の５月１日に在学する

生徒の数が一定以上であること 

○令和５年５月１日現在、高等課程（昼間部のみ）の生徒数が

４０人以上の学校とする。 

 

 



２．配分基準（交付要綱第３条及び第４条関係） 
 

項  目 計 算 式 等 設 定 内 訳 特  記  事  項 

① 補助金額 
＝ 総配分額 × 補助基準値 ÷ 学校ごとの 

補助基準値の合計値 ＋ 調整額 

○補助対象経費の１／２を上限とす

る。 

 
※千円未満は切り捨て。 

※補助対象経費は、１．交付対象学校法人

等に関する基準 １の「生徒に対する教

育活動に係る支出」 のとおりとする。 

 ただし、補助対象である本科の運営経費

に係る経費に限る。 

 また、⑤施設関係支出は控除し算出す

る。 

※各金額は当該高等課程に係る令和５年度

決算数値（交付決定の際は予算数値）に

基づく。 

② 総配分額 ＝ 学校ごとに算定した配分基本額の合計 ○予算額を上限とする。 

③ 配分基本額 ＝ 補助単価 × 定員内実員数  

④ 補助基準値 ＝ 定員内実員数 × 配分基準係数  

⑤ 調整額 

＝ １，６００万円 × （ア） － （イ） 

 

（ア）役員報酬等が１，６００万円を超える者の数 

（イ）役員報酬等が１，６００万円を超える者の 

役員報酬等の合計額 

○役員報酬等＝ 

大阪府所轄の準学校法人の役員に対

する報酬等 
 

※教職員等として、支給された年間給与費

等がある場合はそれも含む。 

※令和４年収入に基づく。 

（源泉徴収票等で確認） 

⑥ 配分基準係数 

＝（ 納付金等収入係数 ＋ 教研費支出係数 

 ＋ 専任教員配置係数 ＋ 教育還元係数 ） 

 × ガナバンス向上取組係数 

 



⑦ 納付金等収入係数 

＝ ４０ × 下表ポイント 

 

生徒一人あたり納付金等収入 ポイント 

４０万円以上 ４５万円未満 １．１５ 

４５万
円以上 ５０万円未満 １．１０ 

５０万円以上 ５５万円未満 １．０５ 

５５万円以上 ６０万円未満 １．００ 

６０万円以上 ６５万円未満 ０．９５ 

６５万円以上 ７０万円未満 ０．９０ 

７０万円以上 ０．８５ 
 

○生徒一人あたり納付金等収入＝ 

納付金等収入÷前年度の実員数 
（万円未満は四捨五入） 

 

○納付金等収入＝ 

 学生生徒等納付金収入＋生徒授業料

軽減等補助金収入 

 
※各金額は令和４年度計算書類の資金収支

決算書（但し当該高等課程に係る数値）

に基づく。 

※前年度の実員数は令和４年５月１日時点

のもの。 

⑧ 教研費支出係数 

＝ ３０ × 下表ポイント 

 

教研費の支出割合 ポイント 

５％以上 １０％未満 ０．８５ 

１０％以上 １５％未満 ０．９０ 

１５％以上 ２０％未満 ０．９５ 

２０％以上 ２５％未満 １．００ 

２５％以上 ３０％未満 １．０５ 

３０％以上 ３５％未満 １．１０ 

３５％以上 １．１５ 
 

○教研費の支出割合（％）＝ 

 教育研究経費支出÷納付金等収入 
（小数点第２位未満は四捨五入） 

 

○納付金等収入＝ 

 学生生徒等納付金収入＋生徒授業料

軽減等補助金収入 

 
※各金額は令和４年度計算書類の資金収支

決算書（但し当該高等課程に係る数値）

に基づく。 

⑨ 専任教員配置係数 

＝ ２０ × 下表ポイント 

 

教員一人あたり生徒数 ポイント 

９人未満 １．１５ 

９人以上 １２人未満 １．１０ 

１２人以上 １５人未満 １．０５ 

１５人以上 １８人未満 １．００ 

１８人以上 ２１人未満 ０．９５ 

２１人以上 ２４人未満 ０．９０ 

２４人以上 ０．８５ 
 

○教員一人あたり生徒数＝ 

実員数÷専任教員実員数 
（小数点第２位未満は四捨五入） 

 

○定員内実員数＝ 

 基準定員数を上限として学科ごとに

算定した実員数の合計数 

 

○基準定員数＝ 

 １クラス４０名を上限として学科ご

とに算定した定員数の合計数 

 

※各人数は令和５年５月１日時点のもの。 



⑩ 教育還元係数 

＝ １０ × 下表ポイント 

 

教育還元率 ポイント 

７０％未満 ０．８０ 

７０％以上  ７５％未満 ０．８５ 

７５％以上  ８０％未満 ０．９０ 

８０％以上  ８５％未満 ０．９５ 

８５％以上  ９０％未満 １．００ 

９０％以上  ９５％未満 １．０５ 

９５％以上 １００％未満 １．１０ 

１００％以上 １．１５ 
 

○前記１．の「生徒に対する教育活動

に係る支出」から「施設関係支出」を

控除し、「補助金収入」から「国庫補

助金収入（施設整備補助金）」を控除

して算出した教育還元率により、教育

還元係数を算出する。計算方法は、前

記１．のとおり。 
（小数点第２位未満は四捨五入） 

⑪ 
ガバナンス向上取

組係数 

＝ １ × 下表ポイントの合計 

 

公表資料名 ポイント 

財
産
目
録
等
備
付
書
類 

計
算
書
類 

・資金収支計算書 

・活動区分資金収支 

計算書 

・資金収支内訳表 

・貸借対照表 

・事業活動収支計算書 

・事業活動収支内訳表 
０．５０ 

財産目録 

事業報告書 

監事による監査報告書 

役員等名簿 

役員に対する報酬等の支給

の基準 

寄附行為 

学
校
評
価 

自己評価の結果の報告書 ０．３０ 

学校関係者評価の結果の 

報告書 
０．１０ 

い
じ
め
対
策 

学校いじめ防止基本方針 

０．１０ 
学校におけるいじめ防止等

の対策のための組織の設置 
 

○公表資料ごとの公表基準等について

は別表のとおり。 

 

○財産目録等備付書類 
・令和４年度決算に係るもの。 

 

○学校評価について 
・自己評価‐専修学校における学校評価ガ

イドライン（以下、ガイドライン）に示

された大項目に沿った項目とする。ま

た、外部アンケートの実施を必須とする

（保護者のみ、生徒のみでも可）。 

・学校関係者評価‐学校関係者評価組織の

設置は必須とする。学校関係者評価組織

には、教育内容に関して専門的見地から

評価できる者の参画を必須とする（保護

者のみでは不可）。 

・公表内容‐自己評価結果、外部アンケー

トの結果、学校関係者評価結果、学校関

係者評価組織の構成（役職名まで公表

（個人名は非公表でも可）） 

 

○いじめ対策について 
・学校いじめ防止基本方針‐学校で策定

し、学校のＨＰ等で公表すること。 

・学校におけるいじめ防止等の対策のため

の組織を設置‐必ずしも新たに組織を設

置する必要はなく、既存の部署等（例：

生徒指導部）がいじめの防止等にあたる

こととしてもよい。 

 

 


